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経営課題として取り組むべき
ダイバーシティマネジメントの推進に向けて
ダイバーシティの推進は、グローバル企業の成長に重要な取り組みです。外部有識者として緑川芳樹氏
を迎え、NTTコミュニケーションズの現在とこれからについて語り合いました。

ダ イ ア ロ グ

多様性を認め合う心をはぐくむことは
ダイバーシティ推進のための第一歩
山村　「GHRM」（P14参照）の取り
組みでは、日本国内社員はもち
ろん現地法人のナショナルスタッフ

（以下、「NS」という）を含めた人材
育成に注力しています。現在、さ
まざまな研修、OJTなどの一環と
して現地法人からNSの出向受け入
れプログラムを実施しており、その
一人がKathryn Mensendiekさん
です。受け入れから半年が経ちま
したが、日本と母国での違いはど
んなところでしょうか。
Mensendiek　日本は同じような
考え方、似た価値観の人が多いよう
に感じます。私が働くNTTアメリカ
では、多様な価値観が共存し、互い
の意見を尊重し合うことを大切にし

ています。海外からの出向者と活発
に交流することで、日本のスタッフが
刺激を受け、ビジネスにプラスの作
用が働くといいですね。
小林　日本人はこれまで周りの人
と同調し、団結することで成果を
上げてきましたからね。
尾崎　グローバル化が進む今日で
は、日本人もNSと同じ気持ちにな
り、すべての業務を協業しなけれ
ば、よりよいサービスを提供する
ことができなくなっています。そ
んなことから、私は海外赴任が決
まった社員に対して、「現地の人に
心を開きなさい」といって送り出し
ていますよ。
Kraal　日本から赴任される本社
スタッフは、「多様性」ということに
対して理解していることが重要だ
と思います。言葉や文化の違いに
不安を感じた赴任者同士が固まり、
NSとの間に壁ができてしまうから
です。そんな時に私は、職場環
境でさまざまな経験ができるよう、
交流の機会を多く設けるようにし、
多様な環境で仕事をするメリットを
理解してもらっています。たしかに、
グローバルビジネスに語学は必須

ですが、あくまで道具のひとつに
すぎません。英会話が不得意でも、
NSと交流することで、よりよい関
係、職場環境をつくることができ、
チームワークや意思決定、問題解
決の場面などでも有益な効果をも
たらすと思います。
尾崎　NSの経験や専門性、リー
ダーシップを積極的に活用するに
は、語学力をベースとしながらも、
個を認め合うという共通意識を持
つことが重要ではないでしょうか。
海野　グローバリゼーションは、
経営環境を激変させるとともに、
個人の意識に大きな変化をもたら
しています。特に若い人たちの間
では、「ブロークン・イングリッシュ
でも通じればいい」と英語への苦
手意識が薄れるなどの変化が見ら
れます。また、若い人たちに限ら
ず「女性は結婚や出産を機に仕事
を離れるもの」という考え方にも変
化が見られます。つまり、経済社
会や個人の意識が変化するなかで、
企業がダイバーシティを推進する
ことは“必要”というよりむしろ“必
然”的な流れだといえるでしょう。
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それぞれの強みを発揮できるような
環境づくりが大切
小林　私が入社した1978年当時
には、まだ男女格差の風潮があ
りましたが、1985年の民営化が
NTTにとって大きな転機となりまし
た。ユーザーの心に届くサービス
の提供には女性の視点が重要だと
気付き、女性の活用に本腰を入れ
始めたのです。昔は「子育てや介
護は女性の役目」という意識が高
かったのですが、近年は社内の制
度も随分改善され、海野副社長の
おっしゃるとおり、社員の意識にも
かなり変化が見られますね。
山村　女性の立場として小林さん
のようにロールモデルとなる女性
の先輩が増えていることは大変、
心強い限りです。しかし欧米では、
定時で退社して保育園に子どもを
迎えに行く男性も多く、子育ても働
くことも男女の差はありません。今
後は、女性だけではなく、男性の
働き方が変わることも、日本企業
を変えるカギではないでしょうか。
Mensendiek　私が思う日本企業
のワークスタイルは、決められた
場所へ決められた時間に集まって
一斉に作業するイメージです。だ
から、子どもを迎えに行くために

早退すると、何か悪いことをして
いるかのように周りに気を使いま
す。アメリカでは性別に関係なく、
働き方の自由度が高く、会社にい
ないから「あの人は仕事をしていな
い」とは思われないです。
緑川　海外では正社員であっても、
さまざまな理由による短時間勤務
を採用するなど、自分に合ったワー
クスタイルを選択しやすくなってい
ます。日本でも性別や雇用形態と
いう枠にとらわれず、いかに柔軟
にワークスタイルを選択できるか
が課題となるでしょう。
Kraal　外国人から見た一般的な
日本人のイメージは「朝早くから終
電までストレスのある状況でアクセ
ク働いている」でした。私の出身地
であるマレーシアでは、リラックス
して働いていて、時間に対してゆ
とりを持っています。この１年、日
本で仕事をしてみて、両国の働き
方や職場環境を比較してみるとあ
まり違いがなくなってきているの
ではないかと感じてきました。ビ
ジネスだけではなく、職場環境も
少しずつですがグローバル化して
きているのではないでしょうか。

緑川　日本企業は、男性の正社員
に有利な日本型雇用システムから
の脱却を図ろうとしているところで、
多様なワークスタイルを支えるシ
ステムがまだできあがっていませ
ん。今後は海外の取り組みをどの
ように日本に持ち込むかが課題と
なるでしょう。ワークスタイルの選
択肢を広げることに加え、女性も
男性と同様にキャリアを積んで働
き続けることのできるシステムの
整備にも期待したいですね。
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海野　そもそも日本人は、仕事を
時間で管理するというタイムマネ
ジメントの意識が低いように思い
ます。パソコンがあれば自宅でも
仕事ができる時代ですから、「オ
フィスで何時間、自宅で何時間」と
いうように、時間を効率的に使っ
てパフォーマンスを上げることを
考えたほうがいい。ダイバーシティ
を企業の成長につなげるには、単
にワークスタイルの選択肢を増や
すことや女性管理職の比率を上げ
るだけでなく、社員のダイバーシ
ティに対する意識改革も重要です。
小林　労働時間に縛られることな
く、個々が時間を管理し成果によっ
て収入が得られるという点で、在
宅就労は理想的なワークスタイル
のひとつではないでしょうか。在宅
就労なら子育てと仕事が両立でき
るとともに、子どもにお母さんの働
く姿を見せることもでき、教育的に
もよい影響があると思います。
海野　エヌ・ティ・ティ・コム チェ
オ社で採用している在宅のテクニ
カルサポート業務がよい例ですね。
小林　クラウドの技術を使ってマ
ネジメントし、インターネット検定

「.com Master（ドットコ ム マ ス
ター）」の有資格者が在宅で好きな
時間にOCNのテクニカルサポート

を行う制度として、2001年から始
まったのが「CAVA制度」です。全
国に計2,000名の電話サポート業
務スタッフと訪問設定サポート業
務スタッフが在籍し、電話サポー
ト業務スタッフの6割を占めるのが
女性です。CAVAによるサポート
は顧客満足度が高いことが証明さ
れており、従業員満足度の高さが
顧客満足度に結びついた結果だと
受け止めています。
緑川　企業が社会の課題に対して
積極的に取り組むことで、ステー
クホルダーの信頼を高め企業価値
の向上につなげることはCSRの基
本です。ダイバーシティの取り組
みについても従業員満足度の向上、
ひいては企業価値の向上につなが
ります。御社ではグローバルチー
ム強化・女性のキャリア支援・障
がい者雇用などに取り組まれてい
ますが、まだまだ社内の浸透が十
分でないように見えます。しかし、
日本企業の遅れがちな課題に対し
て積極的な姿勢を感じました。海
外で雇用する人々を含むグループ
全体として、一人ひとりの意識の
醸成と社内の意識共有こそが御社
の発展につながるでしょう。
海野　当社におけるダイバーシ
ティは女性の活躍推進をひとつの
課題として出発しましたが、現在
は社会やビジネスの要請に応える
ため、国籍や性別にとらわれない
人材の活用や社員一人ひとりが活
躍できる多様な働き方の推進など、
幅広く推進する方向に向かってお
ります。今後は一人ひとりがライ
フスタイルに合った働き方を選択
でき、そのなかでパフォーマンス
が上がり、企業の発展にもつなが
るような組織風土を育てていきた
いと思います。

「ダイバーシティ」に対する社員の意識を
変えていくことが今の課題




